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暮らしと経済を支えるあいちの水防災事業の推進 
 

愛知県は、製造品出荷額において、約 44 兆円と全国の約 14％を占め、38
年連続日本一であり、我が国の国際競争力をリードするものづくり県です。 

 
その一方で、洪水の浸水想定区域は、名古屋市を始めとした人口・産業の

集積する都市部に広がり、その面積は、県土のおよそ 2 割を占めています。

また、日本最大のゼロメートル地帯を抱えており、ひとたび大規模な洪水や

高潮、巨大地震に伴う津波が発生した場合、その浸水により多くの人命が危

機に晒され、さらには、この地域を始めとする産業が機能停止し、極めて甚

大な経済損失が発生します。 
 
これまでにも、東日本大震災や熊本地震では、サプライチェーンの寸断に

よる操業停止や長期間にわたる生産量の低下が発生しており、当地域におい

ても平成 12 年 9 月の東海豪雨の浸水被害により部品供給が途絶え、全国各

地の工場の生産が一時停止するなど、自然災害が企業活動へ及ぼす影響は極

めて甚大です。また、近年当地域では、南海トラフ巨大地震の発生が危惧さ

れており、生命財産を守り企業活動を支える、洪水、高潮、地震・津波対策

などの水防災事業の推進は、喫緊の課題であります。 
 
地震・津波対策については、東日本大震災を契機とした国の全国防災対策

費により、尾張地方のゼロメートル地帯に位置する防災の要である日光川水

閘門の改築を大きく促進することができ、大変感謝しております。 
しかしながら、尾張・西三河・東三河に広がるゼロメートル地帯などにお

いて、被害を最小限にとどめるための事前の地震・津波対策は極めて重要で

あり、引き続き強力に推進していかなければなりません。 
 
今後とも、当地域が諸外国との厳しい国際競争に打ち勝ち、日本経済を支

える大きな核として発展していくためには、水防災事業へ重点的に取り組み、

安定的な企業活動をしっかりと支えていくことが極めて重要であります。そ

のため、次の事項について提言申し上げます。 
 
 



 
 

○切迫する大規模地震や頻発・激甚化する水害に備えるため、ゼロメートル

地帯など氾濫リスクが高い地域における洪水、高潮、地震・津波対策など、

地方が真に必要な水防災事業を推進できるよう、河川・海岸予算の確保を

要望します。 

 

  水防災事業の重点施策 

・近年の床上浸水被害対策 

・ソフト･ハード一体となった水防災事業 

・ゼロメートル地帯における南海トラフ巨大地震・津波対策 

・河川・海岸施設の老朽化対策 

 

○平成 27 年度で全国防災対策費が終了したところですが、我が国の経済を

支える愛知の企業の生産性の向上に寄与する河川・海岸の水防災事業を継

続的に実施するためには、安定的・集中的な予算確保が必要となるため、

補助事業など予算制度の拡充を要望します。 
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